
工事（業務）着手日選択型契約方式の試行に係る取扱要領 

（令和元年６月１７日） 

〔沿革〕令和２年２月 ６日改正 

令和３年６月２１日改正 

 

（趣旨） 

第１ この要領は、広島高速道路公社が発注する建設工事（以下「建設工事」という。）の一部におい

て、受注者が一定の期間内で工事着手日（工期の始期日をいう。以下同じ。）を選択することが

できる契約方式（以下、「本契約方式」という。）を試行するに当たり、必要な事項を定める。 

 

（対象工事） 

第２ 本契約方式は， 契約後から工事着手すべき期日まで一定の期間がある工事のうち、理事長が本

契約方式を試行することが有利であると認めた建設工事に適用する。 

 

（工事着手期限日及び工事着手日） 

第３ 理事長は、工事着手の期限となる日（以下「工事着手期限日」という。）をあらかじめ定める。 

２ 契約見込日から工事着手期限日の前日までの余裕期間は、実工期（工事着手期限日から工期の終期

までの期間）の40％を超えず、かつ、５ヵ月を超えない範囲とする。 

３ 落札者となるものは、契約締結の日から工事着手期限日までの期間で、任意の日を工事着手日に定

め、契約前に工事着手日通知書(別記様式１)により理事長に通知しなければならない。 

４ 上記３で定めた工事着手日については、前倒しできることとし、工事着手日変更協議書（別記様式

３）及び変更協議に係る承諾書（別記様式５）により、受発注者が協議したうえで変更契約する。 

 

（工期等の設定） 

第４ 理事長は、通常必要となるとして算定した所要工期に、契約見込日から起算し工事着手期限日ま

での日数を加算して工期の設定を行う。 

 ２ 通知された工事着手日から、必要な所要工期を確保することとし、工期の終期日を変更する。 

 

（前払金の取扱い） 

第５ 受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求できない。 

 

（工事着手日前の取扱い） 

第６ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間における当該工事現場の管理は、発注者の責任に

おいて行うものとする。 

２ 受注者は，契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、測量，資材の搬入及び仮設物の設置

等を含め、工事着手することはできない。 

 

（技術者の取扱い） 

第７ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任技術者等及び現場代理人

を配置することを要しないこととし、工事着手時点で配置できる技術者とする。 



２ 受注者は、契約約款第１０条に基づく「現場代理人及び主任技術者等指名（変更）届）」は工事

着手日から１４日以内に発注者に提出し、コリンズへの登録は、工事着手日から土曜日、日曜日、

祝日等を除き１０日以内に登録機関に登録する。 

 

（経費の負担） 

第８ 本契約方式の試行により生じる経費は、工事着手日の前日までの現場の管理に要するものを除き、

受注者の負担とする。 

 

（契約保証金） 

第９ 契約保証の期間は、契約締結の日から工期の終期日までとする。 

 

（公告・入札条件への明示） 

第１０ 理事長は、次の事項を公告・入札条件へ明示する。（別紙１参照） 

⑴ 本契約方式の対象工事であること 

⑵ 第３により定めた「工事着手期限日」 

⑶ 第３第３項、第４第２項、第５、第６第２項、第７、第８及び第９に関すること 

 

（契約書への明示） 

第１１ 理事長は、次の事項を契約書（特約事項）に明示する。（別紙３参照） 

   第５、第６第２項、第７及び第８に関すること 

 

（その他） 

第１２ この要領の規定は、広島高速道路公社測量・建設コンサルタント等業務競争入札取扱要綱に基

づく契約について、これを準用する。 

   この場合においては、次表左欄に掲げる規定の中欄に掲げる字句は、それぞれ当該右欄に掲げる

字句に読み替えるものとする。 

 

第１ 建設工事（以下「建設工事」とい

う。） 

測量・建設コンサルタント等業務（広

島高速道路公社測量・建設コンサルタ

ント等業務競争入札取扱要綱に基づく

業務とし、以下「業務」という） 

工事着手日（工期の始期日をいう。以

下同じ。） 

業務着手日（履行期間の始期日をい

う。以下同じ。） 

第２ （対象工事） （対象業務） 

工事着手日すべき期日 業務着手すべき期日 

工事 業務 

建設工事 業務 

第３ （工事着手期限日及び工事着手日） （業務着手期限日及び業務着手日） 

工事着手の期限となる日（以下「工事

着手期限日」という。） 

業務着手の期限となる日（以下「業務

着手期限日」という。） 



工事着手日 業務着手日 

工事着手日通知書（別記様式１） 業務着手日通知書（別記様式２） 

工事着手日変更協議書（別記様式３） 業務着手日変更協議書（別記様式４） 

変更協議に係る承諾書（別記様式５） 変更協議に係る承諾書（別記様式６） 

第４ （工期等の設定） （履行期間等の設定） 

所要工期 所要期間 

工事着手期限日 業務着手期限日 

工期 履行期間 

工事着手日 業務着手日 

第５ 工事着手日 業務着手日 

対象工事 対象業務 

第６ （工事着手日前の取扱い） （業宇着手日前の取扱い） 

工事着手日 業務着手日 

当該工事現場 当該業務場所 

工事着手 業務着手 

第７ 工事着手日 業務着手日 

監理技術者又は主任技術者及び現場代

理人 

管理技術者、照査技術者及び担当技術

者 

契約約款第１０条に基づく「現場代理

人及び主任技術者等指名（変更）届」

は工事着手日から１４日以内に発注者

に提出し、 

－ 

コリンズ テクリス 

１０日以内 １５日以内 

第８ 工事着手日 業務着手日 

現場 業務箇所 

第９ 工期 履行期間 

第１０ （別紙１参照） （別紙２参照） 

対象工事 対象業務 

「工事着手期限日」 「業務着手期限日」 

第１１ 別紙３参照 別紙４参照 

 

２ この要領に定めがない事項については、別に定めるところによる。 

 

   附 則 

 この要領は、令和元年６月１７日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和２年２月１０日から施行する。 

附 則 

 この要領は、令和３年６月２１日から施行する。 



別記様式１ 

 

 

工事着手日通知書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 次のとおり工事着手日を定めましたので通知します。 

 

 

工 事 名 

 

 

 

 

工 事 場 所 

 

 

 
 
 

工 事 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別記様式２ 

 

 

業務着手日通知書 

（業務着手日選択型契約方式適用業務） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 次のとおり工事着手日を定めましたので通知します。 

 

 

業 務 名 

 

 

 

 

業 務 場 所 

 

 

 
 
 

業 務 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別記様式３ 

 

 

工事着手日変更協議書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 次のとおり工事着手日を変更してください。 

 

 

工 事 名 

 

 

 

 

工 事 場 所 

 

 

 
 
 

変 更 工 事 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別記様式４ 

 

 

業務着手日変更協議書 

（業務着手日選択型契約方式適用業務） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 次のとおり工事着手日を変更してください。 

 

 

業 務 名 

 

 

 

 

業 務 場 所 

 

 

 
 
 

変 更 業 務 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別記様式５ 

 

 

変更協議に係る承諾書 

（工事着手日選択型契約方式適用工事） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 令和 年 月 日付けの工事着手日の変更については、承諾します。 

 

 

工 事 名 

 

 

 

 

工 事 場 所 

 

 

 
 
 

変 更 工 事 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別記様式６ 

 

 

変更協議に係る承諾書 

（業務着手日選択型契約方式適用業務） 

 

 

                                                                           令和     年  月  日 

 

               様 

 

 

 

                                  落札者 住所 

                    商号又は名称 

                                          代表者氏名                        印 

 

 

 令和 年 月 日付けの業務着手日の変更に係る協議については、承諾します。 

 

 

業 務 名 

 

 

 

 

業 務 場 所 

 

 

 
 
 

変 更 業 務 着 手 日 

 

 
 

     令和    年   月   日 

 

※ 契約前に提出すること。 

 

  



別紙１ 

 

別記 

 

工事着手日選択型契約方式について 
 

 

本工事は、工事着手日選択型契約方式の対象工事であり、受注者が一定の期間内で工事着手日

（工期の始期日をいう。以下同じ）を選択することができる。 

 

１ 本工事の工事着手期限日 

 本工事の工事着手の期限となる日（以下「工事着手期限日」という。）は、令和○○年○○月○○

日とする。 

 

２ 工事着手日 

⑴ 落札者となるものは、契約締結の日から工事着手期限日までの期間で、任意の日を工事着

手日に定め、契約前に工事着手日通知書(別記様式１)により発注者に通知しなければならな

い。 

⑵ 上記⑴で定めた工事着手日について前倒しできることとし、工事着手日変更協議書（別記様式３）

及び変更協議に係る承諾書（別記様式５）により、受発注者が協議したうえで変更契約する。 

 

３ 工期 

通知された工事着手日から、必要な所要工期を確保することとし、工期の終期日を変更する。 

なお、所要工期は、〇〇〇日間とし、工事着手期限日を工事着手日とした場合、工期の終期

日は、令和〇〇年〇〇月〇〇日となる。 

 

４ 前払金 

受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求することはできない。 

 

５ 工事着手日前の取扱い 

  受注者は、契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、測量，資材の搬入及び仮設物

の設置等を含め、工事着手することはできない。 

 

６ 配置予定技術者の取扱い 

⑴ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任技術者等及び現場

代理人を配置することを要しないこととし、配置予定技術者は、工事着手日時点で配置でき

るものとする。 

⑵ 受注者は、契約約款第１０条に基づく、「現場代理人及び主任技術者等指名（変更）届」

は工事着手日から１４日以内に発注者に提出し、コリンズへの登録は工事着手日から土曜日、

日曜日、祝日等を除き１０日以内に登録機関に登録する。 

 

７ 経費の負担 

本契約方式により生じる経費は、工事着手日までの現場の管理に要するものを除き、受注者

の負担とする。 

 

８ 契約保証金 

契約保証の期間は、契約締結の日から工期の終期日までとする。 

 

公告別記 

「工事着手日選択型 

契約方式」に関する事項 



別紙２ 

 

別記 

 

業務着手日選択型契約方式について 
 

 

本業務は、業務着手日選択型契約方式の対象業務であり、受注者が一定の期間内で業務着手日

（履行期間の始期日をいう。以下同じ）を選択することができる。 

 

１ 本業務の業務着手期限日 

 本業務の業務着手の期限となる日（以下「業務着手期限日」という。）は、令和○○年○○月○○

日とする。 

 

２ 業務着手日 

⑴ 落札者となるものは、契約締結の日から業務着手期限日までの期間で、任意の日を業務着

手日に定め、契約前に業務着手日通知書(別記様式２)により発注者に通知しなければならな

い。 

⑵ 上記⑴で定めた業務着手日について前倒しできることとし、業務着手日変更協議書（別記様式４）

及び変更協議に係る承諾書（別記様式６）により、受発注者が協議したうえで変更契約する。 

 

３ 履行期間 

通知された業務着手日から、必要な所要期間を確保することとし、履行期間の終期日を変更

する。 

なお、所要期間は、〇〇〇日間とし、業務着手期限日を業務着手日とした場合、履行期間の

終期日は、令和〇〇年〇〇月〇〇日となる。 

 

４ 前払金 

受注者は、業務着手日前に対象業務の前払金を請求することはできない。 

 

５ 業務着手日前の取扱い 

  受注者は、契約締結の日から業務着手日の前日までの期間は、測量，資材の搬入及び仮設物

の設置等を含め、業務着手することはできない。 

 

６ 配置予定技術者の取扱い 

⑴ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、管理技術者、照査技術者及び担当技術

者を配置することを要しないこととし、配置予定技術者は、業務着手日時点で配置できるも

のとする。 

⑵ 受注者は、テクリスへの登録は業務着手日から土曜日、日曜日、祝日等を除き１５日以内

に登録機関に登録する。 

 

７ 経費の負担 

本契約方式により生じる経費は、業務着手日までの業務箇所の管理に要するものを除き、受

注者の負担とする。 

 

８ 契約保証金 

契約保証の期間は、契約締結の日から履行期間の終期日までとする。 

 

入札条件別記 

「業務着手日選択型 

契約方式」に関する事項 



別紙３ 

 

 

特 約 事 項 
（工事着手日選択型契約方式に関する事項） 

 

 

１ 受注者は、工事着手日前に対象工事の前払金を請求することはできない。 

 

２ 受注者は、契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置

等を含め、工事着手することはできない。 

 

３ 契約締結の日から工事着手日の前日までの期間は、監理技術者又は主任技術者等及び現場代理人を

配置することを要しない。 

 

４ 本契約方式により生じる経費は、工事着手日までの現場の管理に要するものを除き、受注者の負担

とする。 

  



別紙４ 

 

 

特 約 事 項 
（業務着手日選択型契約方式に関する事項） 

 

 

１ 受注者は、業務着手日前に対象工事の前払金を請求することはできない。 

 

２ 受注者は、契約締結の日から業務着手日の前日までの期間は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置

等を含め、業務着手することはできない。 

 

３ 契約締結の日から業務着手日の前日までの期間は、管理技術者、照査技術者及び担当技術者を配置

することを要しない。 

 

４ 本契約方式により生じる経費は、業務着手日までの業務箇所の管理に要するものを除き、受注者の

負担とする。 

 

 

 

 

 

 


